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Wine

資料：令和３年経済センサスー活動調査（経済産業省）

資料：家計調査(二人以上の世帯）「食料支出金額」品目別の都
道府県庁所在市及び政令指定都市ランキング（統計調査課）

資料：酒類製造業及び酒類卸売業の概況（国税庁）

資料：令和３年 社会生活基本調査（総務省統計局）

資料：家計調査(二人以上の世帯）「食料支出金額」品目別の都道府県庁所在市及び政令指定都市ランキング（統計調査課）

令和元年～令和３年平均
全国１位� ７，２６７円

■支出金額（１世帯当たり年間）
　ぶどう

令和３年
全国１位� １時間４５分

令和元年～令和３年平均
全国２位� ８，６６３円

令和３年
全国１位� ９２事業所

令和元年～令和３年平均
全国２位� ３，５８５円

令和２年
全国２位� ４４２億円

令和３年
全国３位� ２．８％

令和元年～令和３年平均
全国２位� ３，３０１円

令和２年度
全国１位� 4,334kl

■１日の食事時間

■支出金額（１世帯当たり年間）
　まぐろ

■ワイナリー数

■支出金額（１世帯当たり年間）
　やきとり

■出荷額（年間）
　ミネラルウォーター

■趣味、娯楽のうち「詩・和歌・俳句・
　小説などの創作」の行動者率（年間）

■支出金額（１世帯当たり年間）
　桃

■製成数量
　日本ワイン

令和３年
全国１位� 106事業所

令和２年
全国１位� ２，５７５億円

■事業所数
　貴金属・宝石製装身具製品製造業

■出荷額（年間）
　数値制御ロボット

資料：農林業センサス（農林水産省）

令和２年
全国１位� ６７．７％

■農産物販売金額１位の部門別
　農業経営体数構成比（果樹類）
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主な山梨百名山・自然公園面積

山梨県土地利用状況(令和3年10月1日) 月別平均気温と降水量(令和3年)

大菩薩嶺
2,057ｍ

小金沢山
2,014ｍ 雁ケ腹摺山

1,874ｍ
大蔵高丸 1,781ｍ

北岳 3,193ｍ

赤岳 2,899ｍ

富士山 3,776ｍ

〈国土地理院HP参照（大蔵高丸・本社ヶ丸・鳳凰山及び十二ヶ岳については、（公社）やまなし観光推進機構HP参照）〉

　本県は、富士山をはじめ南アルプス、八ヶ岳、奥秩父などを擁する日本でも有数の山岳県ですが、これらの山々の中から
ハイキングを楽しめる身近な山から本格的な登山向きの山まで多種多様な山を選び「山梨百名山」として紹介しています。
　また、従来８月８日をやまなし「山の日」と定め、ふるさとの山や森を見つめ直し、その恩恵に感謝する日としてきました。 
平成２８年からは８月１１日が祝日「山の日」となり、山に親しむ機会を得て、山の恩恵に感謝する日となりました。

間ノ岳
3,190ｍ

毛無山
1,964ｍ

七面山
1,989ｍ

黒岳
1,793ｍ

節刀ヶ岳
1,736ｍ

三ツ峠山
　　1,785ｍ

仙丈ヶ岳
3,033ｍ

甲斐駒ヶ岳
2,967ｍ

編笠山
2,524ｍ

鳳凰山　2,840ｍ

山梨県

権現岳
2,715ｍ 金峰山

2,599ｍ
国師ヶ岳
2,592ｍ

甲武信ヶ岳
2,475ｍ

農鳥岳 3,026ｍ 御正体山 1,681ｍ

十二ヶ岳 1,683ｍ

本社ヶ丸 1,631ｍ
自然公園面積

公園名 面積 (K㎡）
富士箱根伊豆国立公園 367.96
秩父多摩甲斐国立公園 468.34
南アルプス国立公園 182.86
八ヶ岳中信高原国定公園 40.88
県立四尾連湖自然公園 3.62
県立南アルプス巨摩自然公園 148.41
総面積 1,212.07

〈山梨県環境・エネルギー部自然共生推進課資料〉

森林
77.8%

総面積
4,465.27K㎡

農地
5.2%

道路
2.7%

水面・河川・水路
2.0%

原野等
0.4%

その他
7.5%

宅地
4.3%
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＜甲府＞降水量(㎜) 令和３年
降水量(㎜) 平年
平均気温(℃) 令和３年
平均気温(℃) 平年
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＜河口湖＞降水量(㎜) 令和３年
降水量(㎜) 平年
平均気温(℃) 令和３年
平均気温(℃) 平年

※異なる調査時点の数値を使用している地目等もある。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計
が必ずしも一致しない。）

＜山梨県土地利用現況把握調査＞ ＜甲府地方気象台資料に基づき作成＞

注）平年値は、平成3年～令和2年まで30年間の平均値

グラフでみるやまなし　自然・気象
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　令和４年10月１日現在の人口は、80万1,620人となっています。
　令和２年10月１日現在の人口を年齢別にみると、15歳未満人口9.2万人（11.6％）、15歳～64歳人口45.4万人（57.3％）、
65歳以上人口24.6万人（31.1％）となっています。本県の65歳以上人口は、平成７年以降は15歳未満人口を上回ることとな
り、令和２年では本県人口の４分の１を超えています。また、本県の65歳以上人口割合は、全国を上回る水準で推移しています。

本県人口及び人口増加率の推移(大正９年～令和４年)　（人口は各年１０月１日現在）

年齢別人口の推移(大正9年～令和２年) 本県と全国の６５歳以上人口割合の推移(昭和３０年～令和２年)

 <大正９年～令和２年は総務省「国勢調査」、令和３年と令和4年は「山梨県常住人口調査」>

初めての国勢調査が行われた大正９年の人口は583,453人でしたが、以後増加を続け、昭和２２年には807,251人と初めて８０万人を記録。
その後減少したものの、昭和５０年からは増加に転じ、平成１２年に888,172人と最多となりました。しかし、平成１７年には再び減少に転じました。

注）人口増加率は大正９年～令和２年は５年間の数値、令和３年～令和４年は１年間の数値。そのため令和２年と令和３年は接続しない。

注）総数には年齢不詳を含む。

20

30

10

0

100

80

90

70

60

50

40

(万人) (％)

-5

25

20

15

10

5

0

252214 10９大正 ５昭和 ２平成 ２令和3015 35 40 45 50 55 60 ７ ３2212 17 27 ４（年）

増
　
　加
　
　率

-3.0-3.0
-0.5-0.5

人口増加率
令和２年
809,974人 令和４年

801,620人

５年間の増加率
１年間の増加率

0

90

70

80

60

50

40

30

20

10

(万人)

(年)
15 25 35 45 55 12 22９大正 ５昭和 ２平成 ２令和

81.0万人

65歳以上人口65歳以上人口

15～64歳人口15～64歳人口

15歳未満人口15歳未満人口

24.6万人
（31.1%)
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転出超過
転入超過

自然減少

死亡

転入超過

自然増加

19,484

17,064

10,791

4,965

県外からの転入

県外への転出

出生

県外からの転入 県外への転出

東京都
21.1
東京都
21.1

神奈川県
11.4
神奈川県
11.4

千葉県
6.0
千葉県
6.0

埼玉県
5.9
埼玉県
5.9その他

4.3
その他
4.3

静岡県
6.0
静岡県
6.0

長野県
5.0
長野県
5.0

愛知県
3.1
愛知県
3.1

その他
3.4
その他
3.4

その他の地方
17.1

その他の地方
17.1

国外
16.8
国外
16.8

中部地方
17.5
中部地方
17.5

関東地方
48.6
関東地方
48.6

3年10月
～4年9月
19,484人
（％）

3年10月
～4年9月
19,484人
（％）

関東地方
57.0
関東地方
57.0中部

地方
18.8

中部
地方
18.8

東京都
27.1
東京都
27.1

神奈川県
12.6
神奈川県
12.6

埼玉県
6.9
埼玉県
6.9千葉県

5.4
千葉県
5.4

その他
4.9
その他
4.9

静岡県
6.4
静岡県
6.4

長野県
5.5
長野県
5.5

愛知県
3.7
愛知県
3.7

<山梨県常住人口調査>

その他
3.2
その他
3.2

その他の地方
15.5

その他の地方
15.5

国外
8.7
国外
8.7

3年10月～
4年9月
17,064人
（％）

3年10月～
4年9月
17,064人
（％）

死亡
10,791人

出生
4,965人

　令和３年10月１日から令和４年９月30日までの人口の動きをみると、出生4,965人、死亡10,791人で、5,826人の自

然減となっています。また、県外からの転入者は19,484人、転出者は17,064人で、2,420人の転入超過となっていま

す。また、東京都、神奈川県の転入、転出が多くなっています。

人口動態の推移（各年ともに前年10月1日～当年9月30日）

人口動態(令和３年10月１日～４年９月末)

＜山梨県常住人口調査＞

(構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

人　口
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10,408.82

20,279.97 20,414.43 20,392.97 21,104.04 21,429.08 21,788.71 21,899.99 22,023.60
(61.8%)

10,986.52 11,182.86 

12,190.48
11,859.66 12,722.87 13,485.39 13,023.69

(36.5%)
483.89 465.80 428.45 

461.31 537.00
551.85 557.79 536.38

(1.5%)203.75 228.23 269.76
190.23 60.83

146.97 176.54
76.79
(0.2%)

-0.1

2.7
2.1 3.3 0.8

2.0

0.2 0.5

-2.8

2.3

0.6

5.2

-0.2

3.9
2.6

-1.3

3兆1,376億円 3兆2,095億円 3兆2,274億円 3兆3,946億円 3兆3,887億円 3兆5,210億円 3兆6,120億円 3兆5,660億円

第三次産業 第二次産業 第一次産業 輸入品に課される税・関税等 経済成長率（国） 経済成長率（県）

　令和元年度の県内総生産は、名目で３兆５，６６０億円で、前年度に比べて１．３％（４６０億円）の減少となりました。 

　１人当たり県民所得は３，１２５千円で、前年度に比べ２万８千円減少しました。また、１人当たり国民所得３，１８１千円を

１００とした水準は９８．２となり、前年度に比べて０．９ポイント下降しました。

１人当たり県（国）民所得と全国との水準の推移

県内総生産の推移及び経済成長率の推移（名目）

〈令和元年度県民経済計算〉

注)１人当たり県民所得は、「県民雇用者報酬、財産所得、企業所得」により構成されている県民所得を総人口で除したものです。
　 したがって個人の給与や実収入額などとの比較はできません。
　 折れ線グラフは１人当たり国民所得を100とした場合の県民所得の水準の推移です。

〈令和元年度県民経済計算〉

経　済
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390,752
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366,930

就業者数（人）

391,677

55,901,573

440,233

368,574

406,062

3.5

6.7

7.3
7.4

8.6

8.8

9.9

11.7

15.1

18.3

22.1

29.6

36.9
43.8

51.5

59.2

23.7

28.0

28.4
29.1

30.9

34.2

35.4

36.4

35.1

32.8

32.6

30.8

26.8
24.8

18.9

17.2

72.8

65.2

64.3
63.5

60.6

57.0

54.7

51.9

49.8

48.9

45.3

39.6

36.2
31.3

29.6

23.6

山
　梨
　県

第１次産業 第２次産業 第３次産業

製造業
21.1%
製造業
21.1%

卸売業、
小売業
19.5%

卸売業、
小売業
19.5%

医療、福祉
12.1%
医療、福祉
12.1%

宿泊業、飲食
サービス業
11.5%

宿泊業、飲食
サービス業
11.5%

建設業
7.1%
建設業
7.1%

サービス業
（他に分類されないもの）

6.5%

サービス業
（他に分類されないもの）

6.5%

生活関連
サービス業、
娯楽業
4.9%

生活関連
サービス業、
娯楽業
4.9%

運輸業、郵便業
4.2%

運輸業、郵便業
4.2%

金融業、保険業
2.4%

金融業、保険業
2.4%

学術研究、専門・
技術サービス業

2.0%

学術研究、専門・
技術サービス業

2.0%

不動産業、物品賃貸業
2.0%

不動産業、物品賃貸業
2.0%

複合
サービス事業
1.2%

複合
サービス事業
1.2%

情報通信業
1.1%

情報通信業
1.1%

農林、漁業
0.8%

農林、漁業
0.8%

電気・ガス・
熱供給・水道業

0.4%

電気・ガス・
熱供給・水道業

0.4%

平成28年
366,320人
平成28年
366,320人

鉱業、採石業、
砂利採取業
0.1%

鉱業、採石業、
砂利採取業
0.1%

教育、学習支援業
3.2%

教育、学習支援業
3.2%

　平成28年の事業所数は42,387事業所で、昭和61年までは増加してきましたが、その後減少しています。また、産業
別従業者数構成比をみると、製造業21.1％、卸売業，小売業19.5％、医療，福祉12.1％の順となっています。
　本県の産業別就業者数をみると、昭和25年は、第１次産業が全体の59.2％を占めていましたが、令和２年は、第１次産
業は6.7％にまで減少し、この間に第３次産業が23.6％から65.2％へと増加しています。

民営事業所数及び従業者数の推移

産業別（３部門）就業者数（構成比）の推移 産業別従業者数構成比

〈総務省「事業所・企業統計調査」〉
〈平成２１年から「経済センサス」〉

注）事業内容等不詳事業所を除く。
　 平成21年において、調査手法の変更があったため、平成18年と平成21年は接続しない。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

注）分類不能の産業を除く。昭和２５年には、１４歳就業者を含む。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ず
しも一致しない。）

<総務省・経済産業省「平成２８年経済センサス－活動調査」><総務省「国勢調査」>

事業所
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22,159 20,143 19,852 21,331 24,426 22,507 25,327 25,881 24,820 25,302

69,213 70,688 68,504 68,912 70,222 71,191 73,146 72,032 73,946 72,124

2,214
2,036

1,945 1,858
2,106

1,764 1,738 1,696 1,674 1,676

従業者数 事業所数製造品出荷額等

繊維・衣服
32.0%

食料・飲料
24.7%

一般機械
4.9%

電気
2.4%

精機
1.0%

昭和35年
製造品出荷額等
409億円

他産業合計
35.0% 電気

37.2%

一般機械
16.5%

食料・飲料
9.2%

精機
5.5%

昭和60年
製造品出荷額等
17,661億円

他産業合計
28.1%

繊維・衣服
3.5%

はん用・
生産用・
業務用
39.1%

電気・電子・
情報通信
18.4%

繊維
1.2%

令和２年
製造品出荷額等
25,302億円

他産業合計
24.7%

食料・飲料
16.7%

　令和３年の従業者４人以上の製造業の事業所数は1,676事業所で、前年に比べ増加しましたが、従業者数は72,124
人で、前年と比べ減少しました。また、令和２年一年間の製造品出荷額等は２兆5,302億円で、前年に比べ増加しました。
　産業分類の改定により単純な比較はできませんが、産業分類別の製造品出荷額等をみると、昭和35年は繊維・衣服
が全体の約３分の１を占めていました。令和２年は、はん用・生産用・業務用と電気・電子・情報通信の合計が全体の約６割
を占めています。

製造業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移(従業者４人以上の事業所)

産業別製造品出荷額等の構成の変化(従業者４人以上の事業所)

<経済産業省「工業統計調査」> <総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」>

注）２７（２８）以降の事業所数・従業者数については、（　）内の年次の数値である。
　 ※印については「経済センサス-活動調査」の数値である。

注１）平成１４年３月の産業分類改定の主な内容として、「電気機械」は「電気機械」、「電子部品・デバイス」及び「情報通信機械」に分割された。
注２）平成１９年１１月の産業分類改定の主な内容として、「一般機械」が「はん用機械」、「生産用機械」及び「業務用機械」に分割されるとともに、　　　　
　　「精密機械」は「業務用機械」と「その他」に分割された。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。） ＜経済産業省「工業統計調査」＞
＜総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」＞

工　業
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　令和２年の品目別製造品出荷額では、「ミネラルウォーター」は442億円で、全国の出荷額の21.2％を占めてい
ます。
　鉱工業指数の推移をみると、生産及び出荷は、平成28年Ⅱ期頃から上昇を続け、平成29年度Ⅳ期をピークにし
て低下傾向にありましたが、令和２年Ⅱ期を境に再び上昇に転じています。

製造品出荷額「ミネラルウォーター」の推移(従業者４人以上の事業所)

鉱工業指数の推移(平成２７年＝１００　季節調整済)

＜経済産業省「工業統計調査」＞＜総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」>

注）「その他」には、数値非公表の県を含む。
　 ※印については「経済センサスｰ活動調査」の数値である。

<山梨県鉱工業指数>

工　業
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2,4922,492 2,2912,291 2,6532,653 2,3982,398 2,3922,392 2,2522,252 2,3232,323 2,4032,403 2,3212,321

21,26221,262
19,04819,048

20,46420,464
18,30718,307 18,45818,458

17,07717,077 16,16716,167 16,83016,830 16,72916,729

12.9512.95

11.1911.19

11.7711.77

9.869.86

10.4210.42 10.2610.26 10.2510.25

8.098.09 8.378.37

卸売業卸売業
事業所数事業所数 従業者数従業者数 年間商品販売額年間商品販売額
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(事業所・人) (千億円)

(年)９ 11 14 16 19 24 2826６平成

小売業小売業
事業所数事業所数 従業者数従業者数 年間商品販売額年間商品販売額

12,24312,243 11,30611,306 11,33711,337 10,74310,743 9,9699,969 9,0289,028 8,1688,168 7,9177,917 7,6787,678

52,28752,287 51,45951,459

55,96455,964 57,11357,113

53,59953,599
51,50351,503 50,30750,307 51,12351,123 51,41451,414

10.0910.09 10.0510.05 9.879.87
9.429.42

8.968.96 8.738.73

7.607.60 7.757.75

9.279.27

平成６年 平成19年 平成28年

卸売業
56.2%
卸売業
56.2%

小売業
43.8%
小売業
43.8%

飲食料品
17.7%
飲食料品
17.7%

建築材料、
鉱物・金属
材料等
9.8%

建築材料、
鉱物・金属
材料等
9.8%

機械器具
11.2%
機械器具
11.2%

その他
14.2%
その他
14.2%

各種商品
5.4%
各種商品
5.4%

飲食料品
12.9%
飲食料品
12.9%

織物･衣類･
身の回り品
3.3%

織物･衣類･
身の回り品
3.3%

自動車・
自転車
6.3%

自動車・
自転車
6.3%

家具･じゅう器・
家庭用機械器具

3.8%

家具･じゅう器・
家庭用機械器具

3.8% その他
12.1%
その他
12.1%

年間商品販売額
2兆3,046億円
年間商品販売額
2兆3,046億円

秘匿計（各種商品
及び繊維・衣類等）

3.3％

秘匿計（各種商品
及び繊維・衣類等）

3.3％

繊維・衣服等
1.5%

繊維・衣服等
1.5%

飲食料品
16.3%
飲食料品
16.3%

建築材料、
鉱物・金属
材料等
15.0%

建築材料、
鉱物・金属
材料等
15.0%

機械器具
9.7%
機械器具
9.7%

その他
11.5%
その他
11.5%

各種商品
3.9%
各種商品
3.9%

織物･衣類･
身の回り品
3.1%

織物･衣類･
身の回り品
3.1%

飲食料品
14.4%
飲食料品
14.4%

自動車・
自転車
5.9%

自動車・
自転車
5.9%

家具･じゅう器・
機械器具
3.1%

家具･じゅう器・
機械器具
3.1% その他

15.5%
その他
15.5%

小売業
46.0%
小売業
46.0%

年間商品販売額
1兆8,997億円
年間商品販売額
1兆8,997億円

卸売業
54.0%
卸売業
54.0%

卸売業
52.4%
卸売業
52.4%

小売業
47.6%
小売業
47.6%

各種商品
0.2%
各種商品
0.2% 繊維・衣服等

0.9%
繊維・衣服等
0.9%

飲食料品
13.9%
飲食料品
13.9%

建築材料、
鉱物・金属
材料等
10.6%

建築材料、
鉱物・金属
材料等
10.6%

機械器具
10.3%
機械器具
10.3%

その他
16.5%
その他
16.5%

各種商品
2.6%
各種商品
2.6%

織物・衣類・
身の回り品
2.7%

織物・衣類・
身の回り品
2.7%

飲食料品
14.8%
飲食料品
14.8%

機械器具
9.3%
機械器具
9.3%

その他
16.2%
その他
16.2%

無店舗
2.0%
無店舗
2.0%

年間商品販売額
1兆8,827億円

注）

年間商品販売額
1兆8,827億円

注）

　平成28年の卸・小売業数は9,999事業所、従業者数は68,143人、年間商品販売額は１兆9,526億円となっています。

　業種別年間商品販売額の構成比の推移をみると、卸売業の割合が減少しています。平成28年では新たな業態である

無店舗小売業が2.0％となっています。

商業における事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移

業種別年間商品販売額構成比の推移

注）平成19年以前及び平成26年の数値は商業統計調査、平成24年及び平成28年の数値は経済センサスｰ活動調査の数値である。
　 平成24年、26年及び28年の数値は、管理・補助的経済活動を行う事業所、産業細分類の格付不能の事業所等を含む。

注）�管理・補助的経済活動を行う事業所、産業細分類
格付不能の事業所等を含まない数値のため、「商
業における事業所数・従業者数・年間商品販売額
の推移」の数値とは合致しない。

<経済産業省「商業統計調査」>
<総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」>

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）
<総務省・経済産業省「経済センサスｰ活動調査」><経済産業省「商業統計調査」> <経済産業省「商業統計調査」>

商　業
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　令和２年の本県の農家数は、27,986戸で、平成27年と比べ4,557戸減少しています。また、農産物販売金額１位の
部門別経営体数構成比をみると、果樹類が67.7％、稲作20.5％、露地野菜6.6％の順となっています。
　令和３年の農業産出額（1,113億円）の割合は、果実が全体の70.9％を占め、次いで野菜10.7％、畜産7.0％、米
5.2％、花き3.5％の順となっています。また、果実のうち「ぶどう」「もも」「すもも」の収穫量は、日本一となっています。

農家数の推移 農産物販売金額１位の部門別農業経営体数構成比

農業産出額の推移

ぶどう・もも・すももの収穫量(令和3年)

販売農家　　　農家のうち、経営耕地面積が３０アール以上又は過去１年間の農産物販売
　　　　　　　金額が５０万円以上の農家をいう。
自給的農家　　農家のうち、経営耕地面積が３０アール未満で、かつ、過去１年間の農産物
　　　　　　　販売金額が５０万円未満の農家をいう。 

農業経営体　　次のいずれかに該当する事業を行う者をいう。
１　経営耕地面積が３０アール以上の規模の農業
２　農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、
　  その他の事業の規模が一定の基準以上の農業
３　農作業の受託の事業<農林水産省　「世界農林業センサス・農林業センサス」> <農林水産省　「農林業センサス」>

<農林水産省「作物統計調査」>

<農林水産省「生産農業所得統計」>

農　業
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　令和３年度の有効求職者数は、15万6,885人で、前年に比べて6,232人（3.8％）減少、有効求人数は、19万7,028人で、
前年に比べて３万2,853人（20.0％）増加、有効求人倍率は1.26倍で、前年に比べて0.25ポイントの上昇となりました。
　令和３年の労働時間は、労働者１人当たりの平均月間総実労働時間144.4時間で、全国平均の142.4時間を２時間
上回っています。一方、月間現金給与総額は、333,746円で全国平均の368,493円を34,747円下回っています。

有効求人倍率・求職者数・求人数の推移

労働者１人当たり平均月間総実労働時間と現金給与総額の推移（30人以上の事業所）

注）新規学卒者を除き、パートタイムを含む。各数値は原数値
<山梨労働局職業安定部職業安定課資料>

<厚生労働省「毎月勤労統計調査」>

労　働
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158円158円

3,400円3,400円
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　令和３年平均の甲府市の物価全体の変動を示す総合指数は、99.3（令和２年＝100）となり、前年比0.7％の下落とな
りました。物価水準の地域間の格差を示す地域差指数は98.3（全国平均＝100）となり、物価水準の最も高い東京都区
部に比べ７ポイント低くなっています。
　令和３年平均の小売価格を昭和45年平均と比較すると、理髪料は7.55倍、ラーメン（外食）は6.48倍、新聞は4.53倍
などとなっています。

消費者物価指数の推移（各年平均）

消費者物価地域差指数（令和３年平均） 令和３年と昭和45年の小売物価の比較（甲府市）

<総務省「消費者物価指数」>
注）指数は令和2年を100とした。

注）全国平均を100とした持家の帰属家賃を除く総合指数
注）�調査では都道府県庁所在市及び政令市を調査しているが、 

都道府県庁所在市以外の政令市を除く。
<総務省「小売物価統計調査」><総務省「消費者物価指数」>

物　価
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　令和３年の甲府市における勤労者世帯１世帯当たり１か月間の実支出は421,091円で、所得税、住民税、年金掛金、健
康保険料などの非消費支出が25.6％（107,780円）、消費支出は全体の74.4％（313,311円）となっています。
　令和元年における山梨県の勤労者世帯１世帯当たりの貯蓄現在高は880万７千円、負債現在高は582万２千円となって
います。

勤労者世帯１世帯当たり１か月間の支出（甲府市）

勤労者世帯１世帯当たり年間収入・貯蓄・負債残高の推移（各年11月末日現在）

<総務省「家計調査」>

<総務省「全国消費実態調査」>
<令和元年から「全国家計構造調査」>

家　計



16

21 23 25平成19 令和元 ３27 29

1.0

0.5

1.5

2.5

0.0

2.0

0

100

200

300

400

500

600

700
（社） （％）

（年）

215 220 226 238
307 326 349 377

1.62 1.61 1.67 1.70
1.83 1.95

2.03
2.16

411 429
464

514

550
565

623
658

法定雇用率

調査対象企業数
うち法定雇用率達成企業数

雇用率

26平成24 令和２ ４28 30 （年）

5,000

2,000

7,000

6,000

4,000

3,000

8,000

10,000

0

1,000

9,000

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200
（施設数） （人）

軽費老人
ホーム
入所者数

軽費老人
ホーム
入所者数

7.6%7.6%

58.5%58.5%

特別養護
老人ホーム
入所者数

特別養護
老人ホーム
入所者数

老人保健
施設
入所者数

老人保健
施設
入所者数

30.0%30.0%

養護老人
ホーム
入所者数

養護老人
ホーム
入所者数

3.9%3.9%

令和4年
入所者数
8,625人

令和4年
入所者数
8,625人

1212 1212 1212 1111 99 88

7777
8787

101101
113113 115115 118118

3131
3131

3131
3131 3131 3131

1515
1515

1515
1515 1515 15158,020 8,196

8,395 8,537 8,541 8,6258,625

軽費老人ホーム施設数

特別養護老人ホーム施設数
老人保健施設数

養護老人ホーム施設数
入所者数

57 平成４ 14昭和47 令和３24
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（人）

（年）

2,556

1,398

1,106

791

474
128

悪性新生物

脳血管疾患
心疾患

肺炎

老衰 自殺

73 7472 75
全国平均

静岡県

滋賀県

埼玉県

山梨県
大分県

（年）

（年）75 76 7774 78
全国平均

静岡県

大分県

宮崎県

山梨県
三重県

72.68

73.45

73.46

73.48
73.57

73.72
2位

1位

5位

4位

3位

2位

1位

5位

4位

3位

男性

女性

75.38

76.58

76.60 

76.71

76.74
77.58

　令和３年の本県の死亡者を主な死因別にみると、悪性新生物、心疾患、老衰の順となっています。
　本県の健康寿命は、男性73.57年、女性76.74年で、いずれも全国平均72.68年、75.38年を上回り全国第２位です。

（健康寿命とは、国の健康増進計画である健康日本21（第二次）において、「健康上の問題で日常生活が制限されること
なく生活できる期間」と定義されています。）

　本県の障害者雇用率は令和３年６月１日現在2.16％であり、法定雇用率の2.3％を0.14ポイント下回っています。また、
法定雇用率を達成している企業は377社で、達成率は57.3％となっています。
　令和４年８月１日現在の老人関係施設の入所者数は8,625人で、２年前より84人（0.98％）増加しています。また、施
設数は172施設で、平成24年と比べると37施設（27.4％）増加しています。

老人関係施設入所者数の推移（各年8月1日現在）

主な死因別死亡者数の推移 健康寿命（令和元年）

＜山梨県健康長寿推進課資料＞<山梨労働局職業安定部職業安定課資料>

〈厚生科学審議会第１６回健康日本２１（第二次）推進専門委員会公表資料〉〈厚生労働省「人口動態統計」〉

障害者雇用率等の推移（民間企業）(各年6月1日現在）

福祉 ･医療
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　県内に住む10歳以上の男女の生活行動時間をみると、男性は仕事に費やす時間が、女性は仕事、家事に費やす時間が
多くなっていますが、前回調査時（平成28年）と比べると、男性の仕事に費やす時間は７分短く、女性の家事に費やす時間
も11分短くなっています。
　学習・自己啓発・訓練の行動者率を年齢階級別でみると、前回（平成28年）調査より10～14歳で英語、パソコンなどの
情報処理、25～34歳でパソコンなどの情報処理が伸びています。
　ボランティア活動の行動者率は21.1％となっており、全国（17.8％）を上回っています。

生活行動の種類別平均時間

学習･自己啓発･訓練の行動者率 ボランティア活動

<総務省「令和３年社会生活基本調査」>

　<総務省「令和３年社会生活基本調査」>　<総務省「令和３年社会生活基本調査」>

社会生活
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　令和４年５月１日現在の児童・生徒数は、小学生38,141人、中学生20,564人、高校生22,070人となっており、児童・

生徒数は、前年度に比べて減少しています。また、教員１人当たりの児童・生徒数は、小学校で11.8人、中学校で11.2人

となっています。

児童・生徒数の推移(各年5月1日現在)

教員数と教員１人当たりの児童・生徒数の推移

<文部科学省「学校基本調査」>

<文部科学省「学校基本調査」><文部科学省「学校基本調査」>

教　育



19

（万台）

0

70

80

90

60

50

40

30

20

10

16平成 ２令和18 20 22 24 26 28 30 ４
（年）

軽二輪を除いた軽自動車

軽二輪　　　 　 17,419台
337,719台

766,126台総数

331,794台乗用車

355,138台軽自用車

貨物自用車
その他 46,570台

32,624台

（万台）

0

5

4

3

2

1

19平成 元令和20 21 22 2423 26 2725 28 29 30 2 （年度）3

26,541台

（万件）

0

100

80

60

40

20

23平成 元令和24 26 2725 28 29 30 ２ （年度）３

853,072件

（台）

（年）

（台）

0

90,000

100,000

110,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

900

1,000

1,100

800

700

600

500

400

300

200

100

16平成 ２令和2018 22 24 26 28 30 ４
961 1,889 3,180

7,68215,999
30,074

43,882

60,083

75,927

90,375

117 134 129 129

197

332

472

633

805

1,021電気・燃料電池・
CNG・メタノール（右目盛）（※２）

ハイブリッド・
プラグインハイブリッド（左目盛）（※１）

（年度）

3

平成
25

27

29

令和
元

0 200,000 600,000400,000
（kW）

800,000

155,815

137,804

121,431

106,546

31,403 

405,401

368,569

316,964

251,250

66,314 

28,617

179,003

119,192

99,095

82,580

740,219

625,565

537,490

440,376 

126,334 
10kW未満
10kW以上1,000kW未満
1,000kW以上（メガソーラ－）

（年度）

3

平成
23
25

27

29
令和

元

0 20 60 8040 100
（万kl）

120

35.2

37.7

38.8

38.3

39.8

41.4

10.9

10.9

11.9

11.9

12.8

13.2 

19.7

19.6

19.4

19.2

18.4

17.2

7.1

7.1

7.8

7.9

8.3

10.1

77.9

77.3

79.3

72.9

75.3

81.9

ガソリン
灯油
軽油
重油

　令和４年３月31日現在の低公害車保有台数は、ハイブリッド・プラグインハイブリッドの合計※１が90,375台、電気・燃料電
池・CNG・メタノールの合計※２が1,021台で、２年前に比べ※１は14,448台（19.0％）、※２は216台（26.8％）増加しています。
　令和３年度の太陽光発電設備の稼働状況は740,219ｋＷで、平成25年度に比べ613,885ｋＷ、約６倍に増加しています。

　令和４年３月31日現在の本県の自動車保有台数は、766,126台で、２年前に比べて5,262台増加しています。
　令和４年３月31日現在の携帯電話・ＰＨＳ契約数は853,072件で、前年に比べ11,640件増加しています。

自動車保有台数の推移(各年3月末日現在) 自動車新規登録台数の推移

低公害車保有台数の推移（各年3月末日現在） 燃料油販売量の推移

太陽光発電設備稼働状況（屋根置き含む）

<総務省総合通信基盤局資料>

<山梨運輸支局資料>

<山梨運輸支局、山梨県軽自動車協会資料>

〈資源エネルギー庁公表データ〉

<石油連盟「都道府県別販売実績」>

＜自動車検査登録情報協会資料＞

携帯電話契約数の推移

注）小型二輪含む。（軽自動車は含まない。）
注）令和２年度から自動車保有関係手続のワンストップ
    サービス（ＯＳＳ）申請の台数を含む。

注）ＰＨＳも含む

注）固定価格買取制度による認定を受けた県内太陽光発電設備の稼働状況

交通・通信 ･エネルギー
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　令和３年に本県を訪れた観光客数は、延べ人数2,406万人で、スポーツ・レクリエーションを求めて訪れる人が一番多く、
次に本県の歴史・文化を求めて訪れる人が多くなっています。
　令和３年に本県で最も多く観光客が訪れたのは、季節では秋、観光地では、富士山や富士五湖を中心とする富士・東部圏
域となっています。
　令和３年の観光消費総額は、2,690億円となっています。

国別在留外国人割合（令和3年12月末日）

<山梨県観光入込客統計調査>

<令和３年山梨県観光入込客統計調査><令和３年山梨県観光入込客統計調査>

<令和３年山梨県観光入込客統計調査>

<法務省「在留外国人統計」>

<法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）」>

〈山梨県パスポートセンター「旅券発給の概要」〉

　令和３年における旅券発行（者）数は1,903人で、前年に比べ3,808人（66.7％）減少しています。
　令和３年12月末現在の県内の在留外国人数は17,163人で、国別にみると、中国が最も多く21.0％、次いでベトナム
16.7％、ブラジル16.5％の順となっています。

観光分類別観光客数の割合 主な観光地別観光客数

観光客数の割合（観光地別、季節別） 観光客数と観光消費額の推移

旅券発行数の推移 県内在留外国人（旧外国人登録者）の推移（各年12月末日現在）

観光・国際交流
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　平成30年の居住世帯のある住宅数は32万９千戸、居住世帯のない住宅数は９万３千戸となっています。
　平成30年の本県の65歳以上の高齢者のいる世帯の割合をみると48.1％で、全国に比べて6.1ポイント高くなっています。
　平成30年の本県の１住宅当たり延べ面積（専用住宅）は110.34㎡で、全国平均（92.06㎡）より18.28㎡多くなっており、全
国順位第16位となっています。

　令和３年度の公害苦情件数は901件で、前年度に比べ15件減少しています。公害苦情件数を公害の種類別にみると、主な
７つの公害に関する苦情が全体の46.5％を占めており、その中では、大気汚染、悪臭、騒音、水質汚濁の順となっています。

公害苦情件数の推移・公害苦情の具体的原因割合 １人１日当たりごみ排出量と年間総排出量の推移

居住世帯の有無別住宅数・総世帯数の推移 高齢者のいる世帯の割合

１住宅当たり延べ面積比較（専用住宅）

<環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」><公害等調整委員会「公害苦情調査」>

<総務省「平成30年住宅・土地統計調査」>

<総務省「平成30年住宅・土地統計調査」>

<総務省「住宅・土地統計調査」>

居住環境
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　令和３年に発生した火災は330件で、２年前と比べると29件減少しています。損害見積額は、３億5,054万円で２年前よ
り２億909万円減少しています。
　また、令和３年中の月別火災発生件数は２月が最も多く、出火原因別・出火件数は、火入れ（枯草焼き等）、たき火、たばこ
が多くなっています。

月別火災発生状況（令和３年）

<消防庁「消防統計」>

<消防庁「消防統計」>

<消防庁「消防統計」>

<県警交通企画課「交通年鑑」><県警交通企画課「交通年鑑」>

　令和４年の交通事故発生件数は2,019件で、２年前と比べると127件減少し、死者数は25人で、２年前と比べると４人
増加しました。
　飲酒運転事故発生件数は24件で、２年前と比べると14件減少し、死者数は０人で、２年前と比べると２人減少しました。

火災発生状況の推移 出火原因別・出火件数上位１０位（令和３年）

交通事故発生件数等の推移 飲酒運転による交通事故発生件数等の推移

（構成比については、
単位未満を四捨五入
しているため、総数と
内訳の合計が必ずし
も一致しない。）

災害 ･事故



入賞作品集入賞作品集
第70回（令和4年度）山梨県統計グラフコンクール

身近なこと、話題になっていること、気になったことをグラフにして・・・
今年度も、たくさんのすばらしい作品が集まりました。

第１部　（小学校１・２年生）

登山者へのインタビュー結果について、
丁寧にまとめてあります。
グラフやイラストがとても見やすく
すばらしいです。

それぞれの都道府県ごと、
どの果物が多いのか一目で
わかるグラフです。
やはり山梨はフルーツ王国
なのですね。

家族と九九カードゲームをしながら
楽しく調査をしてきたことが伝わってきます。
記録も丁寧にまとめられています。

知事賞 山梨学院小学校 ２年　森川　凜さん

教育長賞 山梨学院小学校 ２年　加賀美　芽愛さん

教育長賞 山梨学院小学校 ２年　髙三野　世織さん

23



第２部　（小学校３・４年生）

入選 山梨学院小学校 ２年　岩間　絢さん 入選 山梨学院小学校 ２年　志村　六花さん

知事賞 山梨市立加納岩小学校 ３年　三澤　穣さん

教育長賞
山梨学院小学校 ４年　髙野　伶紗さん

教育長賞
山梨学院小学校 4年

平山　瑛怜奈さん

登山の様子がよくわかりました。
県内の人はもちろん、県外から来る
たくさんのお客さんにも見てもらい
たい作品ですね。

調べた３つのことをそれぞれ
異なるグラフなどで表すことで、
とても見やすくなっています。

身長と関係のありそうな
ことを調査して、その結果を
表やグラフ、イラストを使って
表現するなど工夫が見られます。

山梨県の図書館の充実ぶりや利用状況が
伝わるように、様々なグラフを使って
見やすく表現しています。

テーマが魅力的で引き付けられました。
富士山は圧倒的ですね。
語り継いでいきたい自然がたくさんある
ことに気づかされました。
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第３部　（小学校５・６年生）

入選 山梨学院小学校 ３年　津田　泉さん 入選 山梨学院小学校 ３年　弘津　佑真さん

教育長賞 山梨学院小学校 ５年　石坂　優衣さん

入選 山梨市立八幡小学校 ５年　藤木　美成さん

素朴な疑問から調査を
スタートして、お店ごとに
円グラフと棒グラフを使って
わかりやすくまとめて
います。

下流に行くほど石の面の長さが短くなって
いることがよくわかります。３００個以上の石を
調べたこともすばらしいです。

自分の日常生活の中の疑問から
スタートしているところがいいですね。
お兄ちゃんに協力してもらえたことも
よかったですね。

山梨県の果物について、様々な
資料からデータを収集して、
見やすいデザインのグラフで
丁寧に表現しています。

全国
コンクール
入選
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第４部　（中学生）

入選 北杜市立甲陵中学校 ２年　小宮山　碧生さん 入選 駿台甲府中学校 １年　古川　潤唯さん

知事賞 山梨学院中学校 ２年　髙野　純伶さん

教育長賞
北杜市立甲陵中学校 ２年　北村　悠花さん

教育長賞
山梨学院中学校 ３年　
末木　琉偉さん

「制服」について調査した
結果をまとめた作品です。
下のドーナツグラフが内側と外側で
分けられており、工夫した表現が
見られます。

山梨県の縄文について、様々な
資料からデータを収集して、その
結果を土偶のイラストを使うなど、
豊かに表現しています。

出身地域ごとに色分けをして、
表がわかりやすくなるよう工夫
しています。
これまで馴染みのなかった国に
ついても、興味をもつきっかけと
なったようです。

１日に減らすことができる
行動別の二酸化炭素の量など、
シンプルで見やすく調査したことが
まとめられています。

山梨県の人口に関わるデータを収集して、
その調査結果を様々なグラフやイラストを使って
丁寧に仕上げた力作です。

全国
コンクール
入選
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第5部　（高等学校以上の生徒・学生及び一般）

入選 駿台甲府中学校 １年　
藥袋　瑛子さん

入選 山梨県立かえで支援学校高等部 3年　
笠井　天翔さん

教育長賞 山梨学院中学校 １年　
平田　京楓さん

教育長賞 山梨学院中学校 ３年　
名倉　湧希さん

パソコン統計グラフの部　(小学生以上)

知事賞 山梨学院中学校 ２年　
千葉　叶惺さん

自然災害に目を向けた作品です。
様々な種類のグラフを使って、
端的に情報をまとめています。
災害時への備えの大切さを
再認識させられます。

先生方の幼い頃の夢について知りたいという
メッセージが、イラストなどから伝わってくる
温かい作品に仕上がっています。

山梨県の鳥獣害について、
シンプルながらも適切なグラフを
見やすく配置して、しっかりと
考察を加えています。

堆肥の種類による収穫量の違いに
ついて、グラフに立体感を持たせたり、
背景に絵を入れたりするなどの
工夫が見られます。

シャッター街が増えている現状に
課題意識をもち、作成された１枚です。
時代の変化に合わせ、小売業の形態も
変化してきたことがよくわかります。
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各部門佳作

第1部
山梨学院小学校 ２年
吉田　一葉さん 第1部

山梨学院小学校 ２年
雨宮　実来さん第1部

山梨学院小学校 ２年
雨宮　颯太朗さん

第1部
山梨学院小学校 ２年
望月　江真さん

第2部
山梨学院小学校 ３年
藤岡　柚奈さん第1部

笛吹市立石和西小学校 ２年
菊地　遥佳さん

第2部
山梨学院小学校 ４年
岩間　隆さん 第2部

山梨学院小学校 ４年
新海　佐和さん第2部

山梨学院小学校 ４年
白須　楓さん
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第2部
山梨学院小学校 ４年
戸栗　悠太さん 第2部

山梨学院小学校 ４年
藥袋　友璃奈さん第2部

山梨学院小学校 ４年
平出　紗雪さん

第4部
駿台甲府中学校 １年
岩間　千佳さん

第4部
山梨学院中学校 ３年
小尾　千歳さん第3部

山梨学院小学校 ５年
小林　那奈さん第2部

南アルプス市立若草小学校 ３年
吉澤　美織さん

第5部
山梨県立あけぼの支援学校高等部 ３年
依田　華音さん第4部

駿台甲府中学校 １年
三村　耕佑さん

　山梨県統計グラフコンクールは、統計グラフの作成を通して、皆さんに統計を理解し、親しんでいただくことを目的として毎年開催しており、昭和２８年に
第１回のコンクールがスタートしてから、今年で７０回目となりました。
　今回は７５７点の応募がありましたが、この作品集には、各部門の知事賞４点、教育長賞９点、入選９点、佳作１８点の計４０点を掲載してあります。

各部門佳作
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山 梨 県

「統計からみたやまなしー令和４年度ー」
令和５年３月発行

山梨県県民生活部統計調査課
〒400-8501　甲府市丸の内一丁目6-1

☎055（223）1340
URL https://www.pref.yamanashi.jp/toukei/
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